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                            自殺予防について定めている法律・条例 比較表                     健康福祉委員会資料 

５/２２ 提案資料 自殺対策基本法 平塚市 日野市 新発田市 松山市 相模原市 
仮称 自殺の防止に関する条例 自殺対策基本法 平塚市民のこころと命を守る条例 日野市自殺総合対策推進条例 新発田市民のきずなを深め「いの

ち」を守る条例 

松山市自殺対策基本条例 相模原市自殺対策基本条例 

  （前文） 

 このまちで暮らす市民一人ひとり

が、日野市民憲章にもうたわれてい

るとおり、いきいきとして、心と体

がともに健康で日々を暮らすことが

できる、それが私たちの願いです。 

 しかし、残念なことに、わが国に

おいて自殺による死亡者数が高い水

準で推移しており、日野市において

も例外ではありません。 

 これまで個人の問題として捉えら

れがちであった自殺については、そ

の多くが個人だけの努力ではどうす

ることもできない「追い込まれた末

の死」であり、およそ他人事とは言

い切れません。 

 自然環境豊かなこのまちで、みん

なが幸せに暮らすという考えの下、

自殺を取り巻く要因や環境につい

て、まち全体で解決するために、一

人ひとりが人を大切にし、自殺対策

の担い手として気付き、ともに健康

で、ともに支え合う日野市をつくり

あげていくために、この条例を制定

します。 

 （前文） 

 このまちに住む市民一人一人が、

心身ともに健康で、家庭や地域で温

かなきずなを感じながら笑顔があふ

れる日々を過ごすことが私たちの願

いです。 

 しかし、近年、国内で自殺による

死亡者が多く発生し、新発田市にお

いても、尊い命が自殺により失われ

る事態となっています。  

 このため、一人一人がきずなを深

め「いのち」の大切さを認め合い、

市民みんなで支え合う新発田市をつ

くり上げていくため、この条例を制

定します。 

 （前文） 

 我が国は，自殺による死亡者が，

１４年連続で３万人を超えており，

松山市においても，自ら命を絶つ市

民がここ数年１２０名前後で推移し

ています。  

 自殺は，経済・生活・健康，将来

への不安，また人と人とのつながり

の問題など私たちの身近にその要因

があり，それらが複雑にからみあっ

て深刻化した結果，追い込まれた末

の死であります。  

 そのため，自殺を個人の問題では

なく社会全体の問題としてとらえ，

地域の実情に応じた制度の見直しや

相談・支援体制の整備など，社会的

な取組を充実することにより，「生

きづらい社会」から「暮らしやすい

社会」へと転換していくことが求め

られています。  

 このまちで暮らす市民一人一人

が，自殺に対する関心と理解を深

め，自殺対策の担い手として寄り添

い，共に支え合いながら，「心身と

もに健康でいきいきと暮らせる 笑顔

あふれるまち 松山」になることを目

指し，この条例を制定します。 

 （前文） 

 相模原市民憲章にもうたわれてい

るとおり、このまちで暮らす市民一

人ひとりがいのちを大切にし、思い

やりと笑顔で明るいくらしを築くこ

と、それが私たちの願いです。 

 しかし、わが国においては、毎年

多くの尊いいのちが自殺によって失

われており、本市においても例外で

はありません。 

 自殺はその多くが、個人の意思や

選択によるものではなく、様々な要

因が複雑に絡み合って深刻化した結

果による、追い込まれた末の死であ

ります。 

 そのため、自殺を個人の問題とし

てではなく、社会全体の問題として

捉え、隣接する自治体とも連携し、

市をあげて、地域の実情に応じた取

組を進めなければなりません。 

 また、私たち市民は、自殺を考え

ている人が発するサインに気づき、

予防につなげていけるよう、自殺対

策の担い手として寄り添うことが求

められています。 

 このまちで暮らす市民一人ひとり

が自殺への理解を深め、共に支え合

い健康で生きがいを持って暮らすこ

とのできる相模原市をつくるため

に、この条例を制定します。 

 条例の目的 

 上記背景を踏まえ、自殺対策に関

し、基本理念を定め、市の責務等を

明らかにするとともに、地域の実情

を踏まえた自殺対策の基本となる事

項を定めること等により、自殺対策

を総合的に推進し、自殺の防止を図

り、あわせて自殺者の遺族等に対す

る支援の充実を図るとともに市民の

自殺への問題意識を醸成し、もって

市民が互いに支えあい、健康で生き

がいを持って暮らすことのできる地

域社会を実現することを目的とす

る。 

   第一章  総則   
 （目的） 
第一条 この法律は、近年、我が国
において自殺による死亡者数が高
い水準で推移していることにかん
がみ、自殺対策に関し、基本理念
を定め、及び国、地方公共団体等
の責務を明らかにするとともに、
自殺対策の基本となる事項を定め
ること等により、自殺対策を総合
的に推進して、自殺の防止を図
り、あわせて自殺者の親族等に対
する支援の充実を図り、もって国
民が健康で生きがいを持って暮ら
すことのできる社会の実現に寄与
することを目的とする。 

   第１章  総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、近年、平塚市

（以下「市」という。）において

も自殺が社会問題となっている状

況にかんがみ、自殺対策に関し、

基本理念を定め、自殺対策を総合

的に推進して、自殺の防止を図

り、あわせて自殺者の親族等に対

する支援の充実を図り、もって市

民が健康で生きがいを持って暮ら

すことができる社会の実現に寄与

することを目的とする。 

   第１章  総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、日野市（以下

「市」という。）が自殺対策に関

して、市民個人と、その家族を含

めた周囲の人々の心情や立場に配

慮しつつ、自殺対策を総合的に推

進し、もって市民一人ひとりがか

けがえのない「生命いのち」の大

切さを考え、ともに支え合う地域

社会を実現することに寄与するこ

とを目的とする。 

 （目的）  

第１条 この条例は、新発田市（以

下「市」という。）の自殺対策を

総合的に推進し、自殺の防止を図

り、もって市民が共に支え合う地

域社会の実現に寄与することを目

的とする。 

   第１章  総則  

 （目的）  

第１条 この条例は，近年，自殺が

重大な社会問題になっている状況

に鑑み，松山市（以下「市」とい

う。）が，市民個人と，その家族

を含めた周囲の人々の立場や心情

に配慮しながら，自殺対策を総合

的に推進することにより，もって

市民一人一人が，かけがえのない

「命」の大切さを考え，誰も自殺

に追い込まれることのない地域社

会の実現に寄与することを目的と

する。 

 （目的） 

第１条 この条例は、相模原市（以

下「市」といいます。）において

も自殺が社会問題となっている状

況下において、自殺対策に関し、

基本理念を定め、自殺対策を総合

的に推進することにより、いのち

を大切にし、市民が共に支え合い

健康で生きがいを持って暮らすこ

とのできる地域社会を実現するこ

とを目的とします。 

（１）基本理念 

 自殺対策基本法に定める基本理念

のほかに、自殺は、その多くが防ぐ

ことができる社会的な問題であると

いう認識に立ち、自殺対策を推進し

ていく。 

 （基本理念）   
第二条 自殺対策は、自殺が個人的
な問題としてのみとらえられるべ
きものではなく、その背景に様々
な社会的な要因があることを踏ま
え、社会的な取組として実施され
なければならない。 
２ 自殺対策は、自殺が多様かつ複
合的な原因及び背景を有するもの

 （基本理念） 

第２条 自殺対策は、自殺が個人的

な問題としてのみとらえられるべ

きものではなく、その背景に様々

な社会的な要因があることを踏ま

え、社会的な取組として実施され

なければならない。 

２ 自殺対策は、単に精神保健的な

観点からのみならず、様々な社会

 （基本理念） 

第２条 自殺対策は、自殺が個人的

な問題のみではなく、その背景に

ある地域社会的要因を含めたさま

ざまな要因に起因することを踏ま

え、市民一人ひとりがともに支え

合うまちづくりと一体となって推

進されなければならない。 

２ 自殺対策は、自殺が多様かつ複

 （基本理念）  

第２条 自殺対策は、自殺が個人的

な問題のみではなく、その背景に

様々な社会的な要因があることを

踏まえ、社会的な取組として実施

されなければならない。  

２ 自殺対策は、自殺が多様かつ複

合的な原因及び背景を有するもの

であることを踏まえ、単に精神保

  （基本理念） 

第２条 自殺対策は、自殺が個人的

な問題だけではなく、その背景に

様々な社会的要因があることを踏

まえ、個人に対する働きかけと社

会に対する働きかけの両面から実

態に即して総合的な取組として実

施されなければなりません。 

２ 自殺対策は、市民一人ひとりが
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であることを踏まえ、単に精神保
健的観点からのみならず、自殺の
実態に即して実施されるようにし
なければならない。 
３ 自殺対策は、自殺の事前予防、
自殺発生の危機への対応及び自殺
が発生した後又は自殺が未遂に終
わった後の事後対応の各段階に応
じた効果的な施策として実施され
なければならない。 
４ 自殺対策は、国、地方公共団
体、医療機関、事業主、学校、自
殺の防止等に関する活動を行う民
間の団体その他の関係する者の相
互の密接な連携の下に実施されな
ければならない。 

的な要因が関与していることを踏

まえ、自殺の実態に即して実施さ

れなければならない。 

３ 自殺対策は、自殺の事前予防、

自殺発生の危機への対応及び自殺

が発生した後又は自殺が未遂に終

わった後の事後対応の各段階に応

じた効果的な施策として実施され

なければならない。 

４ 自殺対策は、市民が共に支えあ

う地域福祉の増進という観点を踏

まえ、地域の状況に応じたきめ細

かな施策として実施されなければ

ならない。 

５ 自殺対策は、市、国、神奈川

県、医療機関、事業主、学校、市

民等の相互の密接な連携の下に実

施されなければならない。 

合的な原因及び背景を有するもの

であることを踏まえ、単に精神保

健的観点からのみならず、自殺の

実態に即して実施されなければな

らない。 

３ 自殺対策は、自殺の事前予防、

自殺発生の危機への対応及び自殺

が発生した後又は自殺が未遂に終

わった後の事後対応の各段階に応

じた効果的な施策として実施され

なければならない。 

４ 自殺対策は、市、医療機関、事

業主、学校、自殺の防止等に関す

る活動を行う民間の団体その他の

関係する者の相互の密接な連携の

下に実施されなければならない。 

健的な観点からのみならず、自殺

の実態に即して実施されなければ

ならない。 

３ 自殺対策は、自殺の事前予防、

自殺発生の危機への対応及び自殺

が発生した後又は自殺が未遂に終

わった後の事後対応の各段階に応

じ効果的な施策として実施されな

ければならない。 

４ 自殺対策は、市民が地域で支え

合う地域福祉の増進という観点を

踏まえ、地域の実態に則したきめ

細かな施策として実施されなけれ

ばならない。 

５ 自殺対策は、市、国、新潟県、

医療機関、事業主、学校、自殺の

防止等に関する活動を行う民間団

体、市民等の相互の密接な連携の

下に実施されなければならない。 

その主役となるよう普及、啓発活

動等に取り組まなければなりませ

ん。 

３ 自殺対策は、自殺の事前予防、

自殺発生の危機への対応及び自殺

が発生した後又は自殺が未遂に終

わった後の事後対応の各段階に応

じ、効果的な施策として実施され

なければなりません。 

４ 自殺対策は、市民が共に支え合

う地域づくりを促進するという観

点から、地域の実情に即したきめ

細かな施策として実施されなけれ

ばなりません。 

５ 自殺対策は、市、国、神奈川

県、近隣自治体、医療機関、事業

主、学校、市民等の相互の密接な

連携の下に実施されなければなり

ません。 

（２）市の責務 

ア 市は、基本理念にのっとり、関

係機関等※と連携しつつ、自殺に関

する現状を把握し、市の状況に応

じた施策を総合的かつ計画的に策

定し、実施。 

イ 市は、緊急的な対策を要するも

のについては、速やかに対応。 

※ 関係機関等 … 国、神奈川

県、周辺の地方公共団体、医療機

関、事業主、学校、自殺の防止等

に関する活動を行う民間の団体そ

の他の自殺対策に関係する者 

 （国の責務） 
第三条 国は、前条の基本理念（次
条において「基本理念」とい
う。）にのっとり、自殺対策を総
合的に策定し、及び実施する責務
を有する。 

 （地方公共団体の責務） 
第四条 地方公共団体は、基本理念
にのっとり、自殺対策について、
国と協力しつつ、当該地域の状況
に応じた施策を策定し、及び実施
する責務を有する。 

 （市の責務） 

第３条 市は、前条に定める基本理

念にのっとり、自殺対策につい

て、国及び神奈川県と協力しつ

つ、市の状況に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。 

 （市の責務） 

第３条 市は、自殺対策について、

前条の基本理念にのっとり、国、

東京都及び関係機関と連携しつ

つ、自殺に関する現状を把握し、

市の状況に応じた施策を策定しな

ければならない。 

２ 市は、市民の経済的・精神的な

問題のほか、生活上の悩み全般を

受け止める相談窓口の整備をすす

めなければならない。 

３ 市は、市内における自殺の実態

に応じて、緊急的な対策を要する

ものについては、速やかな対応を

とらなければならない。 

 （市の責務）  

第３条 市は、前条に規定する基本

理念にのっとり、国、新潟県及び

関係機関と協力しつつ、自殺に関

する現状を把握し、自殺対策を推

進しなければならない。  

２ 市は、次条及び第５条に規定す

る事業主及び市民の自殺防止等に

関する取組を支援するものとす

る。  

 （市の責務）  

第２条 市は自殺対策について，前

文の精神にのっとり，国，愛媛県

及び関係機関と連携しながら，自

殺に関する現状を把握し，市の状

況に応じた施策を策定し，実施し

なければならない。  

２ 市は，第４条及び第５条に規定

する，市民及び事業主の自殺対策

に関する取組を支援しなければな

らない。  

３ 市は，自殺対策の担い手である

市職員等が，心身ともに健康で職

務に従事できるよう配慮しなけれ

ばならない。 

 （市の責務） 

第３条 市は、前文の精神及び前条

に定める基本理念にのっとり、

国、神奈川県、近隣自治体及び関

係機関と協力しつつ、自殺に関す

る現状を把握し、地域の実情に配

慮した、効果的な自殺対策を推進

しなければなりません。 

２ 市は、次条及び第５条に規定す

る事業主及び市民の自殺防止等に

関する取組を支援するものとしま

す。 

（３）事業主の責務 

 自殺対策基本法に定める事業主の

責務のほかに、自殺対策に取り組む

当事者としての意識を持ち、メンタ

ルヘルスや自殺に対する正しい理解

を深めることに努める。 

 （事業主の責務）   
第五条 事業主は、国及び地方公共
団体が実施する自殺対策に協力す
るとともに、その雇用する労働者
の心の健康の保持を図るため必要
な措置を講ずるよう努めるものと
する。 

 （事業主の責務） 

第４条 事業主は、市と連携しなが

ら、その雇用する労働者の心の健

康の保持を図るために適切な措置

を講ずるよう努めるものとする。 

 （事業主の責務） 

第４条 事業主は、自殺対策に取り

組む当事者としての意識を持ち、

自殺に対する正しい理解を深め、

市及び関係機関と連携しながら、

労働者が心身ともに健康で職務に

従事できるように適切な措置を講

じなければならない。 

２ 福祉・医療・教育などの対人援

助サービスを提供する事業主は、

特に、自殺対策に取り組む意識を

持ち、自殺に対する正しい理解を

深め、市や関係機関と連携しなが

ら、サービス受給者がサービス利

用に際し、心身ともに健康が保持

できるように適切な措置を講ずる

よう努めるものとする。 

 （事業主の責務）  

第４条 事業主は、その雇用する労

働者の心の健康の保持を図るため

に適切な措置を講ずるなど自殺防

止に向けた取組を行うように努め

るものとする。  

 （事業主の役割）  

第５条 事業主は，愛媛県，市及び

関係機関等と連携しながら，その

職場で働く全ての者が心身ともに

健康で職務に従事できるよう快適

な職場環境づくりに努めることと

する。 

 （事業主の責務） 

第４条 事業主は、市、神奈川県、

関係機関等と連携しながら、その

職場で働く全ての者が心身ともに

健康で職務に従事できるような職

場環境づくりに努めるものとしま

す。 

（４）学校等教育機関の責務 

 学校等教育機関は、自殺対策に取

り組む当事者としての意識を持ち、

メンタルヘルス、いじめおよび自殺

に対する正しい理解を深め、市、関

係機関等、保護者等と連携しなが

ら、児童、生徒等が心身ともに健康

な生活を送れるよう、また教職員が

心身ともに健康で職務に従事できる

  （学校等教育機関の責務） 

第５条 学校等教育機関は、自殺対

策に取り組む当事者としての意識

を持ち、自殺に対する正しい理解

を深め、市、関係機関、保護者等

と連携しながら、児童・生徒・学

生が心身ともに健康な生活を送れ

るよう、また教職員等が心身とも

に健康で職務に従事できるよう適

  （学校等教育機関の責務）  

第３条 学校等教育機関は，自殺に

対する正しい理解を深め，愛媛

県，市，保護者及び関係機関等と

連携しながら，子どもたちが命の

尊さを理解し，心身ともに健康な

生活が送れるよう，また教職員等

が心身ともに健康で職務に従事で

きるよう適切な措置を講じなけれ

 （学校等教育機関の責務） 

第６条 学校等教育機関は、自殺に

対する理解を深め、市、神奈川

県、保護者、関係機関等と連携し

ながら、児童、生徒及び学生がい

のちの大切さを実感して心身とも

に健康な生活を送れるように努め

るものとします。 
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よう適切な措置に努める。 切な措置を講じなければならな

い。 

ばならない。  

（５）市民の責務 

 市民は、自殺対策に取り組む当事

者としての意識を持ち、自殺に対す

る正しい理解を深め、一人ひとりが

自殺対策の担い手になれるよう努め

る。 

 （国民の責務）   
第六条 国民は、自殺対策の重要性
に対する関心と理解を深めるよう
努めるものとする。 

 （市民の責務） 

第５条 市民は、自殺対策について

関心と理解を深めるよう努めるも

のとする。 

 （市民の責務） 

第６条 市民は、自殺対策に取り組

む当事者としての意識を持ち、自

殺に対する正しい理解を深め、一

人ひとりが自殺対策の担い手にな

れるよう努めるものとする。 

 （市民の責務）  

第５条 市民は、自殺対策について

関心と理解を深めるとともに、一

人一人が自殺防止に向けた取組を

行うように努めるものとする。  

 （市民の役割）  

第４条 市民は，自殺対策の当事者

としての意識を持ち，自殺に対す

る正しい知識を習得し，理解を深

め，一人一人が自殺対策の担い手

になれるよう努めることとする。 

 （市民の責務） 

第５条 市民は、自殺対策及び自殺

をめぐる諸課題について関心と理

解を深めるとともに、一人ひとり

が自殺防止と課題解決に向けた担

い手となるように努めるものとし

ます。 

 （名誉及び生活の平穏への配慮）  
第七条  自殺対策の実施に当たって
は、自殺者及び自殺未遂者並びに
それらの者の親族等の名誉及び生
活の平穏に十分配慮し、いやしく
もこれらを不当に侵害することの
ないようにしなければならない。  

 （名誉及び生活の平穏への配慮） 

第６条 自殺対策の実施に当たって

は、自殺者及び自殺未遂者並びに

それらの者の親族等の名誉及び生

活の平穏に十分に配慮し、いやし

くもこれらを不当に侵害すること

のないようにしなければならな

い。 

 （心情及び生活の平穏への配慮） 

第７条 市は、自殺対策の実施に当

たり、自殺者、自殺未遂者及び自

殺を考えている人並びにその周辺

の人々の心情や生活の平穏に十分

配慮しなければならない。 

 （名誉及び生活の平穏への配慮） 

第６条 自殺対策の実施に当たって

は、自殺者及び自殺未遂者並びに

それらの者の親族等の名誉及び生

活の平穏に十分配慮し、いやしく

もこれらを不当に侵害することの

ないようにしなければならない。 

  （名誉及び生活の平穏への配慮） 

第７条 自殺対策の実施に当たって

は、自殺者及び自殺未遂者並びに

それらの者の親族等の名誉及び生

活の平穏に十分配慮し、これらを

不当に侵害することのないように

しなければなりません。 

２ 自殺対策の実施に当たっては、

自殺未遂者及び自死遺族等が健全

な市民生活を継続して送ることが

できるよう十分配慮しなければな

りません。 

（６）財政上の措置 

 市は、この条例の目的を達成する

ために、必要な財政上の措置その他

の措置を講じる。 

 （法制上の措置等）   
第九条  政府は、この法律の目的を
達成するため、必要な法制上又は
財政上の措置その他の措置を講じ
なければならない。 

 （財政上の措置等） 

第７条 市は、この条例の目的を達

成するため、必要な財政上の措置

その他の措置を講じなければなら

ない。 

 （財政上の措置等） 

第８条 市は、この条例の目的を達

成するために、必要な財政上の措

置を含めた各種の措置を講じなけ

ればならない。 

 （財政上の措置等）  

第７条 市は、この条例の目的を達

成するために、必要な財政上の措

置その他の措置を講じなければな

らない。 

 （財政上の措置）  

第６条 市は，この条例の目的を達

成するために，必要な財源の確保

を含めた各種の措置を講じなけれ

ばならない。  

 （財政上の措置等） 

第８条 市は、この条例の目的を達

成するため、必要な財政上の措置

その他の措置を講じなければなり

ません。 

（７）自殺総合対策基本計画の策定

等 

ア 市は、地域における自殺の実態

を把握し、その実情に応じた自殺

対策を総合的に推進するため、自

殺総合対策基本計画を定め、次に

掲げる基本的施策を実施。 

（ア）自殺の防止等に関する調査研

究の推進並びに情報の収集、整

理、分析及び提供 

（イ）自殺の防止等に関する市民の

理解の増進 

（ウ）自殺の防止等に関する人材の

確保、養成及び資質の向上 

（エ）心の健康保持に係る体制の整

備 

（オ）医療提供体制の整備 

（カ）自殺発生回避のための体制の

整備及び充実 

（キ）自殺未遂者に対する支援 

（ク）自殺者の親族等に対する支援 

（ケ）民間団体の活動に対する支援 

イ 市は、上記計画の策定にあた

り、国の自殺総合大綱にならった

形で、自殺対策の数値目標を示す

ものとする。 

ウ 市は、上記計画の策定及び施策

の実施にあたっては、次の事項に

留意する。 

（ア）地域の実情に配慮すること。 

（イ）市内企業などの市民の経済活

動に関わる機関、教育に関わる

機関、精神保健に関わる機関等

の連携を強化すること。 

 （施策の大綱）   
第八条  政府は、政府が推進すべき
自殺対策の指針として、基本的か
つ総合的な自殺対策の大綱を定め
なければならない。 

    第２章  基本的施策 

 （自殺総合対策基本計画の策定） 

第９条 市は、第１条の目的を達成

するため、自殺総合対策基本計画

を定め、次条から第１９条までに

掲げる基本的施策を実施しなけれ

ばならない。 

２ 自殺総合対策基本計画は、地域

における自殺の実態を把握し、そ

の実情に応じた自殺対策を総合的

に推進するため、次の各号に掲げ

る事項を定めるものとする。 

（１）自殺対策に関する情報提供・

普及啓発 

（２）地域ぐるみでの支援体制の確

立 

（３）緊急性の高い人々への支援 

（４）家族等周囲の人々への支援 

 （基本的施策）  

第８条 市は、次に掲げる自殺対策

に関する施策を講ずるものとす

る。  

（１）自殺対策に関する調査研究の

推進  

（２）自殺対策に関する市民の理解

の増進  

（３）自殺対策に関する人材の確保

等  

（４）心の健康づくりの相談体制の

整備  

（５）医療提供体制の整備  

（６）自殺発生回避のための社会的

取組の推進  

（７）自殺未遂者、自殺者の親族な

どに対する支援  

（８）自殺対策に関する活動を行う

民間団体の当該活動に対する支

援  

２ 市は、前項各号に掲げる施策を

実施するため、自殺対策行動計画

を策定するものとする。  

   第２章  基本的施策  

 （松山市自殺対策基本計画の策

定）  

第８条 市は，この条例の目的を達

成するために，自殺対策基本計画

を策定し，次に掲げる自殺対策に

関する施策を推進するものとす

る。 

（１）自殺に関する調査・研究の推

進  

（２）自殺に関する市民の理解の推

進  

（３）自殺対策に関する人材の確

保・育成  

（４）心の健康づくりの相談体制の

整備・充実  

（５）医療機関との連携の確保 

（６）自殺発生回避のための社会的

取組の推進  

（７）自殺未遂者，自殺者の親族等

関係者に対する支援  

（８）自殺対策に関する活動を行う

民間団体の当該活動に対する支

援  

 （自殺総合対策の推進にかかる行

動計画の策定） 

第９条 市は、この条例の目的を達

成するために、自殺総合対策の推

進にかかる行動計画を策定し、次

に掲げる自殺対策に関する施策を

推進するものとします。 

（１）自殺の実態及び自殺を取り巻

く諸課題に関する調査・研究 

（２）自殺に関する市民一人ひとり

の気づきと見守りの促進 

（３）自殺対策に関する早期対応の

中心的役割を果たす人材の確保

及び育成 

（４）心の健康づくりのための相談

体制の整備・充実 

（５）適切な精神科医療が受けられ

る体制の充実 

（６）自殺防止のための社会的取組

の強化 

（７）自殺未遂者の再度の自殺企図

を防ぐ取組の強化 

（８）自殺未遂者及び自死遺族等に

対する支援 

（９）自殺対策に関する活動を行う

民間団体の育成及び連携の強化 

（10）自殺対策に関する若い世代を

はじめとする市民参画の増進 

（11）自殺対策に関する近隣自治体

との広域的な連携の強化 
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（ウ）弁護士、司法書士、薬剤師、

理容師等業務の性質上、ゲート

キーパー※としての役割が期待さ

れる職業について、メンタルヘ

ルスや自殺予防に関する知識の

普及に資する情報提供等、当該

職業の団体に必要な支援を行う

こと。 

（エ）市民一人ひとりが、周りの人

の異変に気付いた場合には身近

なゲートキーパーとして適切に

行動することができるよう、必

要な基礎的知識の普及を図るこ

と。 

※ ゲートキーパー … 悩んでい

る人に気付き、声をかけ、話を聞

いて必要な支援につなげ、見守る

人 

（８）計画の推進状況の評価と報告

等 

 市は、計画の推進状況の適切な評

価に努め、その評価と市における自

殺の状況の概要を毎年、議会へ報告

し、及び公表するものとする。 

 （年次報告）   
第十条  政府は、毎年、国会に、我
が国における自殺の概要及び政府
が講じた自殺対策の実施の状況に
関する報告書を提出しなければな
らない。 

    （報告）  

第７条 市は，毎年，市における自

殺の概要，及び施策の実施状況

を，議会に報告しなければならな

い。 

   第二章  基本的施策   
 （調査研究の推進等）   
第十一条  国及び地方公共団体は、
自殺の防止等に関し、調査研究を
推進し、並びに情報の収集、整
理、分析及び提供を行うものとす
る。   
２  国は、前項の施策の効果的かつ
効率的な実施に資するための体制
の整備を行うものとする。   

   第２章  基本的施策 

 （調査研究の推進等） 

第８条 市は、自殺の防止等に関し

て、調査研究を推進し、並びに情

報の収集、整理、分析及び提供を

行うものとする。 

 （調査研究の推進等） 

第１０条 市は、自殺対策に関して

調査研究を推進し、並びに情報の

収集、整理、分析及び提供を行う

ものとする。 

 （国民の理解の増進）   
第十二条 国及び地方公共団体は、
教育活動、広報活動等を通じて、
自殺の防止等に関する国民の理解
を深めるよう必要な施策を講ずる
ものとする。   

 （市民の理解の増進） 

第９条 市は、教育活動、広報活動

等を通じて、自殺の防止等に関す

る市民の理解を深めるよう必要な

施策を講ずるものとする。 

 （市民の理解の増進） 

第１１条 市は、教育活動、広報活

動等を通じて、自殺に関する市民

の理解が深まるよう必要な施策を

講ずるものとする。 

 （人材の確保等）   
第十三条 国及び地方公共団体は、
自殺の防止等に関する人材の確
保、養成及び資質の向上に必要な
施策を講ずるものとする。 

 （人材の養成等） 

第１０条 市は、自殺対策の役割を

担う人材の養成及び資質の向上等

に必要な施策を講ずるものとす

る。 

 （人材の確保） 

第１２条 市は、自殺対策推進のた

めに、適切な人材を確保し、その

養成及び資質の向上に必要な施策

を講ずるものとする。 

 （心の健康の保持に係る体制の整
備） 
第十四条 国及び地方公共団体は、
職域、学校、地域等における国民
の心の健康の保持に係る体制の整
備に必要な施策を講ずるものとす
る。 

 （心の健康づくりの相談体制） 

第１１条 市は、心の健康の保持及

び増進のため、職場、地域、学校

等における相談体制の整備に必要

な施策を講ずるものとする。 

 （心の健康づくりの相談体制） 

第１３条 市は、職場、学校、地域

その他あらゆる機会において、市

民が心の健康の保持及び増進のた

めに相談が受けられる体制の整備

に必要な施策を講ずるものとす

る。 

 （医療提供体制の整備） 
第十五条  国及び地方公共団体は、
心の健康の保持に支障を生じてい
ることにより自殺のおそれがある
者に対し必要な医療が早期かつ適
切に提供されるよう、精神疾患を
有する者が精神保健に関して学識

 （精神科医療の提供体制） 

第１２条 市は、自殺の危険性の高

い者の早期発見に努め、これらの

者が必要に応じて適切な精神科医

療を受けられるよう医療体制の充

実に必要な施策を講ずるものとす

る。 

 （医療提供体制の整備） 

第１４条 市は、自殺のおそれがあ

る人の早期発見に努め、心の健康

の保持に支障を生じていることに

より自殺のおそれがある人に対し

必要な医療が早期かつ適切に提供

されるよう、専門医療機関等との
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経験を有する医師（以下この条に
おいて「精神科医」という。）の
診療を受けやすい環境の整備、身
体の傷害又は疾病についての診療
の初期の段階における当該診療を
行う医師と精神科医との適切な連
携の確保、救急医療を行う医師と
精神科医との適切な連携の確保等
必要な施策を講ずるものとする。

適切な連携の確保等必要な施策を

講ずるものとする。 

 （自殺発生回避のための体制の整
備等） 
第十六条  国及び地方公共団体は、
自殺をする危険性が高い者を早期
に発見し、相談その他の自殺の発
生を回避するための適切な対処を
行う体制の整備及び充実に必要な
施策を講ずるものとする。 

 （社会的な取組体制の整備） 

第１３条 市は、市民が抱える社会

的な要因を含む様々な課題に対応

できるよう、関係相談窓口の充実

及び連携を図る等自殺の発生を回

避するための適切な対処を行う体

制の整備に必要な施策を講ずるも

のとする。 

 （自殺対策のための連携体制の構

築） 

第１５条 市は、自殺対策推進のた

めに、既存の各種相談窓口の機能

を充実させるとともに、悩み事相

談窓口を設置し、関係団体との連

携体制の整備に必要な施策を講ず

るものとする。 

 （自殺未遂者に対する支援）   
第十七条  国及び地方公共団体は、
自殺未遂者が再び自殺を図ること
のないよう、自殺未遂者に対する
適切な支援を行うために必要な施
策を講ずるものとする。 

 （自殺未遂者に対する支援） 

第１４条 市は、自殺未遂者が再び

自殺を図ることのないよう、自殺

未遂者に対する適切な支援を行う

ために必要な施策を講ずるものと

する。 

 （自殺未遂者及び自殺を考えてい

る人に対する支援） 

第１６条 市は、自殺未遂者及び自

殺を考えている人が再び自殺を図

ることがないよう、適切な支援を

行うために必要な施策を講ずるも

のとする。 

 （自殺者の親族等に対する支援）  
第十八条  国及び地方公共団体は、
自殺又は自殺未遂が自殺者又は自
殺未遂者の親族等に及ぼす深刻な
心理的影響が緩和されるよう、当
該親族等に対する適切な支援を行
うために必要な施策を講ずるもの
とする。 

 （自殺者の親族等に対する支援） 

第１５条 市は、自殺者又は自殺未

遂者の親族等が受ける深刻な心理

的影響が緩和されるよう、当該親

族等に対する適切な支援を行うた

めに必要な施策を講ずるものとす

る。 

 （周囲の人々に対する支援） 

第１７条 市は、自殺又は自殺未遂

により家族等を含む周囲の人々が

感じる複雑な心情に配慮し、これ

らの人々が偏見や誤解等により不

利益を被らないように、自殺者又

は自殺未遂者の家族等を含む周囲

の人々に対する適切な支援を行う

ために必要な施策を講ずるものと

する。 

 （民間団体の活動に対する支援）
第十九条  国及び地方公共団体は、
民間の団体が行う自殺の防止等に
関する活動を支援するために必要
な施策を講ずるものとする。 

（９）自殺対策を総合的かつ円滑に

推進するための体制の整備 

 市は、自殺対策を総合的かつ円滑

に推進するため、関係する執行機関

の事務部局が密接な連携と協力によ

り自殺対策に取り組める体制を整備

するよう努める。 

   第三章  自殺総合対策会議   
 （設置及び所掌事務）   
第二十条  内閣府に、特別の機関と
して、自殺総合対策会議（以下
「会議」という。）を置く。   
２  会議は、次に掲げる事務をつか
さどる。  
 一  第八条の大綱の案を作成する
こと。   

 二  自殺対策について必要な関係
行政機関相互の調整をするこ
と。   

 三  前二号に掲げるもののほか、
自殺対策に関する重要事項につ
いて審議し、及び自殺対策の実
施を推進すること。   

 （組織等）   
第二十一条  会議は、会長及び委員
をもって組織する。   
２  会長は、内閣官房長官をもって
充てる。   

 （自殺対策会議） 

第１６条 市は、総合的な自殺対策

を推進するため、平塚市自殺対策

会議（以下「自殺対策会議」とい

う。）を置く。 

２ 自殺対策会議は、次に掲げる事

務を所掌する。 

（１）自殺対策について必要な関係

機関相互の調整を図ること。 

（２）自殺対策に関する重要事項に

ついて審議すること。 

（３）その他自殺対策の推進に関す

ること。 

３ 自殺対策会議は、委員２０人以

内をもって組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちか

ら市長が委嘱する。 

（１）関係行政機関の職員 

（２）関係団体の代表者 

（３）学識経験者 

（４）前３号に掲げる者のほか、市

   第３章  推進体制 

 （自殺総合対策推進委員会の設

置） 

第１８条 市は、自殺対策が関係機

関等による密接な連携の下に実施

されるようにするため、その推進

体制となる自殺総合対策推進委員

会を設置するものとする。 

 （自殺対策会議の設置）  

第９条 市は、総合的な自殺対策を

推進するため、市民、関係機関等

で構成する自殺対策会議を設置す

るものとする。  

   第３章  推進体制  

 （松山市自殺対策推進委員会の設

置）  

第９条 市は，自殺対策が関係機関

等による密接な連携の下，実施さ

れるようにするため，その推進体

制となる自殺対策に関係する行

政，民間団体，有識者及び市民等

で構成する自殺対策推進委員会を

設置するものとする。 

 （相模原市自殺対策協議会の設

置） 

第１０条 市は、自殺対策が関係機

関等による密接な連携の下、自殺

総合対策に関する重要事項につい

て、市長の諮問に応じて調査審議

し、その結果を答申し、又は建議

するため、相模原市自殺対策協議

会（以下「協議会」といいま

す。）を設置するものとします。 

２ 協議会の委員は、２０人以内と

します。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちか

ら市長が委嘱します。 

（１）学識経験のある者 

（２）関係団体から推薦された者 

（３）市の住民 

（４）関係行政機関及び関係法人の

職員 

４ 協議会の委員の任期は、２年と

します。ただし、補欠の委員の任
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３  委員は、内閣官房長官以外の国
務大臣のうちから、内閣総理大臣
が指定する者をもって充てる。  
４  会議に、幹事を置く。   
５  幹事は、関係行政機関の職員の
うちから、内閣総理大臣が任命す
る。   
６  幹事は、会議の所掌事務につい
て、会長及び委員を助ける。   
７  前各項に定めるもののほか、会
議の組織及び運営に関し必要な事
項は、政令で定める。   

長が適当と認める者 

５ 委員の任期は、２年とし、委員

が欠けた場合における補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とす

る。ただし、再任を妨げない。 

６ 前各項に定めるもののほか、自

殺対策会議の組織及び運営に関し

必要な事項は、規則で定める。 

期にあっては、前任者の残任期間

とします。 

  （自殺対策推進コーディネーター

の設置） 

第１９条 市は、実務的な対策が関

係機関等による密接な連携の下に

実施されるようにするため、その

推進役となる自殺対策推進コーデ

ィネーターを設置するものとす

る。 

    第４章  雑則 

第２０条 この条例の施行に関し必

要な事項は、市長が別に定める。 

 （委任）  

第１０条 この条例に定めるものの

ほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、市長が別に定める。  

   第４章  雑則  

 （規則への委任）  

第１０条 この条例の施行に関し必

要な事項は，市長が別に定める。 

 （委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必

要な事項は、市長が別に定めま

す。 

    （条例の見直し）  

第１１条 この条例は，自殺対策基

本法（平成１８年法律第８５

号。）の改正等，必要に応じて見

直しを行うものとする。 

 （条例の見直し） 

第１１条 この条例は、自殺対策の

運用状況、実施効果等を勘案し、

第１条の目的の達成状況を評価し

た上で、必要に応じて見直すもの

とします。 

 条例施行予定日 

 未定 

   附 則 
 （施行期日）  
第一条  この法律は、公布の日から
起算して六月を超えない範囲内に
おいて政令で定める日から施行す
る。 
【平成１８年１０月２８日施行】 

   附 則 

 この条例は、平成２０年７月１日

から施行する。 

   付 則 

 この条例は、平成２３年４月１日

から施行する。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行す

る。 

   付 則 

 この条例は，平成２５年４月１日

から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１

日から施行します。 


